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公表基準等の解説

Ⅰ．はじめに

　企業会計基準委員会（ASBJ）は、実務対応
報告公開草案第 43 号（実務対応報告第 31 号の
改正案）「リース手法を活用した先端設備等投
資支援スキームにおける借手の会計処理等に関
する実務上の取扱い（案）」（以下「本公開草
案」という。）を公表し1、平成 27 年 1 月 21 日
までコメントを募集した。
　本稿では、実務対応報告第 31 号の改正案の
概要を紹介する。なお、文中の意見にわたる部
分は、筆者の私見であることをあらかじめ申し
添える。

Ⅱ．改正の概要

1．改正の経緯
　日本再興戦略（平成 25 年 6 月 14 日閣議決
定）に基づき実施する施策として、新たなス
キーム（以下「本リース・スキーム」という。）

によるリース取引が導入されたことを受けて、
ASBJは、平成 26 年 6 月 30 日に実務対応報告
第 31 号「リース手法を活用した先端設備等投
資支援スキームにおける借手の会計処理等に関
する実務上の取扱い」を公表した。同実務対応
報告において、契約変更時の借手の会計上の取
扱いについて別途定めることとしていたことか
ら、同実務対応報告の公表後に、ASBJにおい
て、契約変更時の借手の会計上の取扱いについ
て検討を行うこととなった。

2．実務対応報告の改正の概要
⑴　ファイナンス・リース取引かどうかの再判
定

①　再判定を行う時点
　本公開草案では、リース取引開始日後にリー
ス取引の契約内容が変更された場合のファイナ
ンス・リース取引かオペレーティング・リース
取引かの再判定にあたっては、契約変更時に、
契約変更後の条件に基づいて当初のリース取引
開始日に遡って、本リース・スキームのリース
取引がファイナンス・リース取引に該当するか
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1 　本公開草案の全文は ASBJのウェブサイト（https://www.asb.or.jp/asb/asb_ j/documents/exposure_draft/
lease2015/lease2015_02.pdf）を参照のこと。
2　本実務対応報告第 3項では、本リース・スキームにおいて、リース取引がファイナンス・リース取引に該当
するかどうかについては、その他のリース取引と同様に、リース適用指針第 5項の要件に基づいて判定すべき
であり、具体的な判定は、リース適用指針第 9項に従う、としている。



公表基準等の解説

2015.3　vol.48　季刊 会計基準　49

どうかの判定を行う2 ことを提案している。
ASBJにおける検討の過程
　ASBJにおける検討の過程においては、リー
ス契約が変更された場合、契約変更後のリース
取引がファイナンス・リース取引かオペレー
ティング・リース取引かの判定を再度行うアプ
ローチとして、以下の 2つのアプローチがあり
得るとされていた。
・Ａ法： 契約変更後の条件に基づいて当初の

リース取引開始日に遡って再判定を行
うアプローチ

・Ｂ法： 契約変更時から将来に向かって再判定
を行うアプローチ

　この点について、個々のリース取引ごとの契
約変更の要因やリース料の設定方法によって、
2 つのアプローチを使い分けることに関して
は、ASBJの検討の過程で、本実務対応報告が
本リース・スキームに限定した取扱いを示すも
のであることを踏まえると、過度に複雑な取扱
いとなることを懸念する意見が示された。さら
に、契約変更によって多くのケースでは、リー
ス物件に関してリース契約開始日に決定された
コストの負担等について借手と貸手との間で何
らかの追加的な移動が生じると想定されること
から、契約変更後の条件に基づいて当初のリー
ス取引開始日に遡って再判定を行うアプローチ
（A法）がより適切と考えられるとの意見も示
された。
　また、契約変更時から将来に向かって再判定
を行うアプローチ（B法）においては、再判定
において契約変更時におけるリース物件の見積
現金購入価額を入手することが必要と考えられ
るが、この点については、本リース・スキーム
においてそのような見積現金購入価額を入手す
ることは多くの場合、実務上困難と指摘されて
きた。
　以上を踏まえ、本公開草案では、契約変更後
の条件に基づいて当初のリース取引開始日に

遡ってファイナンス・リース取引かオペレー
ティング・リース取引かの判定を再度行うアプ
ローチ（A法）を提案したものである。

②　割引率
　本公開草案では、ファイナンス・リース取引
かどうかの再判定を行うにあたって、借手が現
在価値基準を適用する場合において現在価値の
算定のために用いる割引率について、契約変更
後の条件に基づいて当初のリース取引開始日に
おける貸手の計算利子率を知り得るかどうかに
応じて、以下のように提案している。
・知り得る場合は、契約変更後の条件に基づい
て当初のリース取引開始日における貸手の計
算利子率

・知り得ない場合は、契約変更後の条件に基づ
いて当初のリース取引開始日における借手の
追加借入に適用されていたであろうと合理的
に見積られる利率

ASBJにおける検討の過程
　ASBJにおける検討の過程においては、⑴に
おいて、A 法を採用することを前提として、
ファイナンス・リース取引かどうかの再判定を
行うにあたって、借手が現在価値基準を適用す
る場合において現在価値の算定のために用いる
割引率として、複数のアプローチが検討され
た。ファイナンス・リース取引かオペレーティ
ング・リース取引かの再判定を当初のリース取
引開始日に遡って行う（第 6項参照）としてい
ることを踏まえると、借手が現在価値基準を適
用する場合において現在価値の算定に用いる割
引率としては、契約変更後の条件に基づいて当
初のリース取引開始日の時点のものを用いるこ
とが整合的であると考えられる。そこで、本実
務対応報告では、この再判定を行うにあたっ
て、借手が現在価値基準を適用する場合におい
て現在価値の算定のために用いる割引率は、契
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約変更後の条件に基づいて当初のリース取引開
始日における貸手の計算利子率を知り得る場合
は当該利率とし、知り得ない場合は契約変更後
の条件に基づいて当初のリース取引開始日にお
ける借手の追加借入に適用されていたであろう
と合理的に見積られる利率としている。
　なお、本リース・スキーム上、契約変更後に
おいて、貸手が契約変更後の条件に基づいて当
初のリース取引開始日における貸手の計算利子
率に関する情報を借手へ通知することは通常、
想定されないと考えられる。

⑵　オペレーティング・リース取引からファイ
ナンス・リース取引への変更
　本公開草案では、リース取引開始日後にリー
ス取引の契約内容が変更された結果、オペレー
ティング・リース取引からファイナンス・リー
ス取引となるリース取引については、契約変更
日より通常の売買取引に係る方法に準じて会計
処理を行うものとし、契約変更日に、リース物
件とこれに係る債務を、リース資産及びリース
負債として以下に示す価額で計上する（原則と
して①のとおりとする。ただし、当該リース資
産及びリース債務の価額を②のとおりとするこ
ともできる）ことを提案している。
①　リース資産及びリース債務をそれぞれア、
イのとおり算定された価額とし、リース資産
とリース債務との差額は、損益として処理す
る。
ア　リース資産
　契約変更後の条件に基づく当初のリース
取引開始日からの将来のリース料（残価保
証がある場合は、残価保証額を含む。）を
⑴②に示す割引率を用いて割り引いた現在
価値と当初のリース取引開始日における借
手の見積現金購入価額とのいずれか低い額
から、当初のリース取引開始日からリース
契約の変更時までの減価償却累計額相当額

を控除した価額による。
イ　リース債務
　契約変更後の条件に基づくリース契約の
変更時からの将来のリース料（残価保証が
ある場合は、残価保証額を含む。）を⑴②
に示す割引率を用いて割り引いた現在価値
による。

②　リース資産及びリース債務を①イに従って
算定された価額で同額として計上する。

　なお、本公開草案では、本リース・スキーム
において、所有権移転外ファイナンス・リース
取引については、リース適用指針第 23 項から
第 30 項の方法に準じて会計処理し、所有権移
転ファイナンス・リース取引については、リー
ス適用指針第 38 項から第 44 項の方法に準じて
会計処理するものとすると提案している。

ASBJにおける検討の過程
　ASBJ における検討の過程においては、本
リース・スキーム上、契約内容の変更の結果生
じるリースの分類の推移として最も検討の必要
性が高いと考えられるオペレーティング・リー
スからファイナンス・リースへ分類が変わる
ケースを対象として、契約変更時の会計処理に
ついて検討が行われた。
　まず、当該ケースを対象とした場合、契約変
更時においてリース資産及びリース債務を測定
する方法として、以下の 2通りの会計処理が検
討された。
・1 法： 当初のリース取引開始日に遡ってファ

イナンス・リース取引の会計処理をし
たかのように測定する。

・2 法： 契約変更時以降に生じるリース料等の
条件に基づき、測定する。

　⑴①において、ファイナンス・リース取引か
どうかの再判定を当初のリース取引開始日に
遡って行うこと（A 法）を踏まえると、契約
変更時の会計処理としては、1法を採用するこ
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とが整合的であると考えられたことから、本公
開草案においては、契約変更時においてリース
資産及びリース債務を測定する方法として、1
法の考え方が採用されている。
　次に、本実務対応報告では、リース契約の変
更の結果、オペレーティング・リース取引から
ファイナンス・リース取引となるリース取引に
ついて、契約変更日に、リース物件とこれに係
る債務を、リース資産及びリース債務として計
上し、両者の差額を損益として処理する方法を
原則的な取扱いとしている。これは、以下の理
由によるものである。
・ファイナンス・リース取引かオペレーティン
グ・リース取引かの再判定を当初のリース取
引開始日に遡って行う（第 6項参照）として
いることを踏まえると、参照するリース期間
を合わせるという観点から、当初のリース取
引開始日に遡ってファイナンス・リース取引
の会計処理をしたかのようにリース資産と
リース負債を測定するのが整合的であると考
えられる。
・契約内容の変更は、遡及適用が求められる会
計方針の変更や修正再表示が求められる過去
の誤謬の訂正とは異なる性格を有するもので
あり、また、リース資産とリース債務との差
額は将来の期間への影響を与えるものとは考
えられないため、当該事象の発生時の損益と
して会計処理するのが適切であると考えられ
る。

　ただし、本実務対応報告が本リース・スキー
ムに限定した取扱いを示すものであることを踏
まえ、実務上のより簡便的な手法として、リー
ス資産の価額をリース債務の価額と同額とし、
リース資産とリース債務との差額を発生させな
い方法も認めることとした。

3．適用時期
　本公開草案では、改正実務対応報告を公表日
以後適用すると提案している。これは、本リー
ス・スキームの実際の運用が開始されているこ
と、また、本実務対応報告は、本リース・ス
キームにおけるリース取引に係る実務上の取扱
いをより明確にするものであり、特段の周知期
間は必要ないと考えられるためである。

Ⅲ．おわりに

　本件の議論においては、本リース・スキーム
における契約内容の変更のみに着目しており、
一般的なリース取引における契約内容の変更に
ついて包括的な検討を行ったわけではない。本
公開草案において提案しているリース契約の変
更の取扱いは、本リース・スキームにおける
リース取引のみに適用されるものであり、本
リース・スキーム以外におけるリース取引の契
約の変更には適用されないことに留意が必要で
ある。


